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第１ 募集の内容 

 １ 趣旨・目的 

   京都府庁旧本館において、府民に憩いの場を提供する利活用事業（カフェ設置・運営）を

公募により事業者を選定し実施する。事業者は、建物の文化的な価値や意義、利活用のコン

セプトを十分理解した上で府と共有いただくことが求められます。 

本要領は事業者選定に当たり公募型プロポーザル方式により、より良い提案を行う者を広

く公募し、選定するために必要な事項を定めたものである。 

  ＜府庁旧本館利活用のコンセプト＞ 

  「府民に開かれた府庁のシンボル」、「重要文化財としての建物自体の価値を大切に活用」、

「観光資源としての活用と京都文化の発信」という３つの利活用コンセプト 

  

 ２ 対象施設等 

（１）所 在 地：京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町         

（２）面  積：53.29㎡のうちカフェ設置部分～最大 198.68㎡ 

（３）場  所：京都府庁旧本館１階南東角部分  

（４）用  途：カフェの運営（軽食、飲料や弁当の販売等） 

 （５）特  記：平成 16年 12月 10日 国の重要文化財に指定 

         内装工事などを実施するに当たり、文化財保護法の定めに基づき、 

府が実施する必要な手続に協力すること。 

        ：旧本館は耐震補強工事を含む大規模改修工事が予定されている。 

 （６）その他 ：詳細については、仕様書のとおり（庁舎配置図ほか含む。） 

 

３ 事業内容 

（１）カフェの設置・運営時間 

   文化庁を訪れた方や府庁に来られた府民に「憩い」の場を提供するカフェの設置・運営

業務とし、営業時間は午前８時から午後５時とし前後の営業は任意（府と調整）とする。 

（２）情報発信の協力 

   これまでから府庁旧本館は、歴史・文化の学習や体験の場となるような取組を進めてお

り、今後さらに京都文化や観光情報などを発信する中核的な役割を担えるよう期待されて

いる。事業者においても、積極的に展示などを通じた文化・観光情報発信に協力すること。 

（３）使用方法 

専らカフェに使用する部分については、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 238条

の４第７項の規定に基づく行政財産目的外使用の許可とする。 

 （４）使用許可等の期間 

    使用許可等の期間は、年度を単位として毎年度更新とする。 

 （５）施設整備 

利活用事業に必要なインフラ部分（電気・給排水設備等の基本部分）は京都府が整備し、

インフラ部分との設備関係接続工事、内装工事、備品設置は事業者が実施すること。 

（６）提案内容 

    使用施設の状況を踏まえ、事業内容（１）、（２）に定める事業を実施するに当たり、①

店舗コンセプト、②文化的価値の発信、③独創性、④経営実績、⑤運営体制、⑥安全・衛

生、⑦経営計画（収支・資金）、⑧店舗レイアウト（家具・内装、レイアウト、メニュー

及び什器など）、⑨利便性、⑩その他 を含むこと。 

  

＜参考＞公募・選定フロー 

日  程 内  容 

4月 21日（金）～ 5月 2日（火） 募集要領の配布 

4月 21日（金）～ 4月 28日（金） 現地見学会、質疑・回答（受付から１週間を目

途） 

5月 8日（月）～ 5月 12日（金） 参加申込書等の提出 
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第２ 参加資格 

 １ 参加制限 

次に掲げる者は参加資格を有しない。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

（２）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをした者にあ

っては更生計画の認可がなされていない者、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に

基づく再生手続開始の申立てをした者にあっては再生計画の認可がなされていない者 

（３）京都府税、消費税又は地方消費税の滞納をしている者 

（４）企画提案募集に係る公告の日から企画提案の特定の日までの期間に、京都府の指名競争

入札において指名停止措置を受けている者 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）のほか、次に掲げる

者 

ア 法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

イ 法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外のものが暴力

団員である者又は暴力団員がその経営に関与している者 

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団の利用等をしている者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積

極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

キ 暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて企画提案に参加しようとする者 

（６）公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすおそれ

のある団体に属する者 

   

２ 資格要件 

次に掲げる要件を全て満たさなければならない。 

 （１）カフェの設置・運営に携わった実績がある法人又は個人であること。 

（２）第１の３に示した事業内容や関係法令等を遵守できる者であること。 

（３）使用料のほか、当該事業の実施に必要な経費を確実に支払う資力及び信用力を有する 

者であること。 

 

第３ 事業者の選定・使用料 

１ 事業者の選定 

   提案事業者のうち、審査委員会で選定した事業者の代表者（複数の法人で構成するグル

ープの場合、代表法人）が事業者として府と事業実施に向け協議を開始する。 

 

２ 使用料 

事業者が提案する面積に府が年度ごとに定める１㎡当たりの使用料を乗じた額を使用料

とする。なお、最低使用面積は調理スペースなど10㎡とする。 

令和５年度使用料１㎡当たり単価（年額） ９，２１４円  

     ※53.29㎡を使用した場合の㎡単価 端数処理などで増減する。      

 

３ 使用料の改定 

5月 16日（火） 参加資格の確認・通知 

5月 16日（火）～5月 26日（金） 企画提案書の提出 

5月下旬 ヒアリング・プレゼンテーション 

5月下旬 評価・選定結果の通知 

6月中旬以降 使用許可申請 
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  所定の算定基準に基づき３年ごとに改定する。 

 

４ 使用料の支払時期 

   ３箇月ごとに事前に支払うものとする。 

 

第４ 参加手続 

１ 担当部署及び問合せ先 

〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町（京都府庁第２号館１階） 

京都府総務部府有資産活用課 

電話 075-414-5435 FAX 075-414-5450 

メールアドレス huyushisan@pref.kyoto.lg.jp 

 

２ 募集要領の配布 

（１）配布期間 

令和５年４月２１日（金）～令和５年５月２日（火） 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）  

（２）配布時間 

午前９時～午後５時（正午から午後１時までを除く。） 

（３）配布方法 

上記１の担当部署での配布又は京都府ホームページからもダウンロードできる。 

ＵＲＬ ：https://www.pref.kyoto.jp/sisan/news/r3proposal.html（修正） 

 

３ 現地見学会 

（１）日時 

令和５年４月２１日（金）～４月２８日（金）の間で希望日時をお知らせください。   

（２）集合場所 

現地 

（３）参加申込 

別紙１：「現地見学会参加申込書」に必要事項を記入の上、電子メールにより、 

第４の１に提出すること。なお、参加人数は１法人につき３名までとする。 

（４）その他 

現地見学会では、原則として質疑応答の時間は設けないため、質問は、「第４の４ 

質疑及び回答」により行うこと。なお、現地見学会の出席は任意とする。 

 

４ 質疑及び回答 

（１）受付期間 

 令和５年４月２１日（金）～令和５年４月２８日（金） 

（２）質問方法 

別紙２：「質疑書」に内容を簡潔にまとめた上で、電子メールにより、第４の１に 

提出すること。なお、電子メール送信後、電話により到達を確認すること。 

（３）回答方法 

質疑に対する回答は、受付期間後に取りまとめ、質疑者の名称等を伏せた上で、各受

付期間の締切日から約１週間後を目途として京都府ホームページに掲示する。 

ＵＲＬ ：https://www.pref.kyoto.jp/sisan/news/r3proposal.html（修正） 

 

５ 参加申込書等の提出 

（１）提出書類及び提出部数 

別紙３：「参加申込み提出書類一覧」のとおり 

（２）提出期間 

令和５年５月８日（月）～令和５年５月１２日（金） 

（３）提出方法 

mailto:huyushisan@pref.kyoto.lg.jp
https://www.pref.kyoto.jp/sisan/news/r3proposal.html
https://www.pref.kyoto.jp/sisan/news/r3proposal.html
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ア 持 参 

平日の午前９時から午後５時までに持参すること。（正午から午後１時までを除

く。） 

イ 郵 送 

必ず「簡易書留」で郵送するとともに、提出期間内に必着とすること。 

（４）提出場所 

第４の１のとおり 

（５）提出書類の取扱い 

ア 本プロポーザル手続における相手方の候補者の選定以外の目的では使用しない。た

だし、提案する事業に関して権限を有する行政機関等に意見聴取するために提供する

場合があるほか、公文書公開請求があった場合は、京都府情報公開条例に基づき取り

扱うこととする。 

イ 選定を行う作業に必要な範囲において、複製を行うことがある。 

ウ 提出された書類は返却しない。 

 

６ 参加資格の結果通知 

（１）結果通知日 

    令和５年５月１６日（火）（予定） 

（２）通知方法 

    参加資格の有無について審査を行った結果をメール及び郵送で通知する。 

 

７ 企画提案書の提出 

（１）提出書類及び提出部数 

別紙４：「企画提案書提出書類一覧」のとおり  

（２）提出期間 

    令和５年５月１６日（火）～令和５年５月２６日（金） 

（３）提出方法 

ア 持 参 

平日の午前９時から午後５時までに持参すること。（正午から午後１時までを除く。） 

イ 郵 送 

必ず「簡易書留」で郵送するとともに、提出期間内に必着とすること。 

（４）提出場所 

第４の１のとおり 

（５）提出書類の取扱い 

ア 本プロポーザル手続における相手方の候補者の選定以外の目的では使用しない。公文

書公開請求があった場合は、京都府情報公開条例に基づき取り扱うこととする。 

イ 選定を行う作業に必要な範囲において、複製を行うことがある。 

ウ その他、必要に応じて、追加で資料求めることがある。 

エ 提出された書類は返却しない。 

 

第５ 評価及び選定手続 

１ 評価基準 

別紙５：「評価基準」のとおり 

 

２ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

提出書類に基づきプレゼンテーション及びヒアリングを令和５年５月下旬に実施する。 

なお、時間及び場所については、第２に示した参加資格の確認結果と併せて令和５年５月 

１６日（予定）に通知する。 

 

３ 評価方法 

提出書類、プレゼンテーション、試飲・試食及びヒアリングについて、評価基準に基づい



5 

 

て、外部有識者の意見（採点等）を聴取した上で評価する。 

 

４ 候補者の選定方法 

（１）失格者を除いた者のうち、上記３の総合点が最も高い者を、相手方の候補者として選

定する。 

（２）最高点の者が複数の場合は、最高点を提案した者について、再度、外部有識者に意見

（採点等）を聴取した上で相手方の候補者として選定する。 

（３）上記（１）及び（２）にかかわらず、総合点が６０点未満の場合は、候補者として選定 

しない。 

 

５ 失格事項 

次に掲げる事項に該当する場合は、失格とする。 

（１）提出書類に虚偽の内容を記載した場合 

（２）本募集要領に示した提出書類の作成及び提出に関する条件に違反した場合 

（３）第１の３に示した事業要件を満たさない提案を行った場合 

（４）評価の公平性に影響を与える行為があった場合 

（５）評価に係る外部有識者に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合 

（６）その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合 

 

６ 選定結果の通知・公表 

候補者選定後、参加者全員に選定又は非選定の結果を令和５年５月下旬頃に通知する。ま

た、選定結果通知日翌営業日に、下記項目において京都府ホームページにおいて公表すると

ともに、第４の１の担当部署において閲覧に供するものとする。 

    

【公表事項】 

（１）候補者の名称、総合点及び選定理由 

（２）（１）以外の参加者の名称及び総合点 

※（１）以外の参加者の名称は五十音順、総合点は点数順で表記する。 

※参加者が２者の場合、次点者の得点は公表しない。 

（３）外部有識者の所属及び役職名並びに氏名 

 

第６ 留意事項 

（１）参加申込書等の提出後に辞退する場合は、書面により届け出るものとする。 

（２）１者につき１提案に限る。 

（３）提出書類は提出後に差替、訂正、再提出をすることはできない。ただし、京都府から修

正等の指示があった場合を除く。 

（４）提出書類を提出した後、府が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めることがある。 

（５）提出書類の作成、提出、ヒアリング及びプレゼンテーション等に要する経費は、提案者

の負担とする。 

（６）書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量

法（平成４年法律第５１号）に定める単位とする。 

（７）一定の適格性を充たす事業者がいないときには、候補者を選定しない場合がある。  

（８）候補者として選定された者は府と行政財産目的外使用許可申請の協議を行うこと。 
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京都府庁旧本館カフェ設置・運営に関する仕様書 

 

 京都府庁旧本館において、府民に憩いの場を提供する利活用事業（カフェ設置・運営）として 

カフェを設置・運営する事業者を募集します。 

事業者は、建物の文化的な価値や意義、利活用のコンセプトを十分理解した上で府と共有いただ

くことが求められます。 

 ＜府庁旧本館利活用のコンセプト＞ 

 「府民に開かれた府庁のシンボル」、「重要文化財としての建物自体の価値を大切に活用」、「観光

資源としての活用と京都文化の発信」という３つの利活用コンセプト 

 

１ カフェ設置・運営場所（以下、「使用施設」という。） 

（１）所 在 地：京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町 

（２）面  積：53,29㎡のうちカフェ設置部分から最大 198.68㎡ 

（３）場  所：京都府庁旧本館１階南東角部分 詳細は仕様書資料１「庁舎配置図ほか」参照 

（４）設  備：詳細は仕様書資料２「工事主体区分表」、仕様書資料３「経費負担区分表」参照 

（５）用  途：カフェ店舗設置・運営（軽食、飲料や弁当の販売等） 

 

２ 利用条件 

（１）使用方法 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の４第７項の規定に基づく行政財産目的外使用

の許可とする。 

（２）使用許可期間 

ア 使用許可期間は、１年度を単位として毎年度更新とする。更新に際しては毎年 1 月末までに

書面をもって府に申請するものとする。 

 ※複数の事業者による共同参加の場合、使用許可は代表事業者に対して行う。業務運営体制に

示された協力事業者は、代表事業者の責任の下使用すること。 

※ 使用許可期間には原状回復（閉店による撤去等）に要する期間を含む。 

イ 工事・開店準備等の期間及び営業開始日については、府と事業者の協議により定めるものと

する。 

（３）使用料 

ア 使用料単価は募集要領第３の２に記載の金額とし、事業者として決定した者が提示したカフ

ェ設置・運営に必要な面積に応じた金額を乗じて使用料とする。なお、カフェ開設・運営に必要

な最低面積は 10㎡以上とし、開設に係る工事・準備等の期間については無償とする。 

（４）経費の負担 

ア 仕様書資料３「経費負担区分表」のとおり 

イ 電気料金、水道料金、下水道使用料金等の光熱水費については、別途府の発行する納入通知書

により、納期限までに納入しなければならない。 

ウ 電話を設置する場合は府と協議し、設置費用及び通話料等全ての費用は事業者の負担とする。 
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（５）使用許可の取消し又は変更 

  次のような場合は、使用許可の取消し又は変更を行うことがある。 

 ア 事業者の責めに帰すべき事由による場合 

   事業者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、府は使用許可の取消

し又はある一定の期間を設けて、業務の全部若しくは、一部を停止することができるものとす

る。この場合、事業者に発生する損害及び損失又は増加費用について、府はその賠償の責めを負

わない。また、府が事業者に対し、損害賠償を請求した時は、事業者は負担をしなければならな

い。 

 イ 事業者の責めに帰すことができない事由による場合 

   不可抗力等、府及び事業者双方の責めに帰すことができない事由により、業務の継続が困難

となった場合、事業の継続の可否について協議により決定するものとする。 

 ウ その他府が定める許可条件に反した場合 

（６）使用の制限 

 ア 事業者は、使用施設をカフェ営業以外の用途に供してはならない。 

 イ 事業者は、使用施設に関する権利の全部又は一部を第三者に譲渡し、転貸し、担保に供し、又

は営業を委託し、若しくは名義貸し等をすることはできない。 

 ウ 店舗の改修、補修には京都府文化財保護課、京都市及び文化庁との協議を要するので協力す

ること。 

（７）原状回復 

ア 事業者は使用許可期間が満了するときは満了日までに、また、使用許可が取り消されたとき

は、府が指定する期日までに、事業者の負担で、使用施設を原状に回復した上で返還しなければ

ならない。ただし、府が特に承認したときはこの限りではない。 

イ 事業者が前項の期日までに原状回復の義務を履行しないときは、府は事業者の負担において

これを行うことができる。この場合において事業者は、何らの異議を申し立てることはできな

い。 

（８）損害賠償 

ア 事業者は、その責めに帰するべき理由により、使用施設の全部又は一部を滅失又は毀損した

ときは、当該滅失又は毀損による使用施設の損害額に相当する金額を損害賠償として支払わな

ければならない。ただし、使用施設を原状に回復した場合は、この限りではない。 

イ 事業者は、使用施設の使用に当たり府又は第三者に損害を与えたときは、全て事業者の責任

でその損害を賠償しなければならない。 

（９）有益費等の請求権の放棄 

事業者は、使用施設に投じた改良のための有益費、修繕費等を府に請求しないものとする。 

（10）実施調査等 

府は、使用施設について随時に実施調査し、又は所定の報告を求め、その維持又は使用に関し指

示することができるものとする。 

（11）その他 

 ア 事業者は、使用施設を善良な管理者の注意をもって維持管理しなければならない。 
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 イ 使用施設内の防犯対策については、全て事業者の責任と負担において対処すること。 

 

３ 運営に関する条件 

（１）基本的事項 

  カフェは庁舎の厚生施設であることから、庁舎を利用する者の心身の健康、生活の充実や利便

性の向上等を目的とした運営に努めること。 

（２）営業日・営業時間 

ア 営業日は、月～金曜日（祝日除く。）の営業を原則とする。ただし、年末年始等の営業につい

ては、別途協議とする。 

イ 営業時間は、京都府庁の開庁時（午前 8 時から午後 5 時まで）は営業するものとし、その他

の時間帯の営業は任意とする。 

ウ 営業日及び営業時間の変更に当たっては、事前に事業者は書面等により府と協議して決定す

るものとする。 

（３）提供メニュー及び価格等 

 ア 軽食の販売については、調理はそのまま又は温めによる提供を基本とし、厨房を使用する場

合は、喫茶・軽食の範囲を逸脱しないものとすること。 

 イ カフェ以外の庁舎内施設に影響を与えるような、調理時や料理そのものの匂いが強いメニュ

ーは原則不可とする。 

 ウ 利用者のニーズに合った品揃えで、かつ、利用しやすい価格設定を行うこと。 

 エ 酒類の提供はしないこと。 

 オ テイクアウト用の飲み物を提供すること。なお、提供の際は蓋付のもの等を使用すること。 

 カ たばこ等の喫煙に関するものの提供は認めない 

（４）府主催のイベントや情報発信への協力 

  京都府庁旧本館を使用した府が主催するイベント等（観桜祭、歓芸祭、府庁マルシェほか）に積

極的な協力や連携を図ること。 

  また、旧本館では、歴史・文化の学習や体験の場となるような取組を進めており、今後さらに京

都文化や観光情報などを発信する中核的な役割を担えるよう期待されている。事業者においても、

積極的に展示などを通じた文化・観光情報発信に協力すること。 

（５）営業許可の申請等 

  食品衛生法に基づく営業許可の申請、その他法令に定める諸官庁への申請・届出等については、

全て事業者の責任において行うこと。 

（６）店舗の清掃、管理等 

事業者は使用施設及び飲食可能な区域（以下、「店舗」という。）の清掃を含めて管理し、店舗で

発生した事案は、全て事業者が処理するものとする。 

（７）衛生管理 

ア 事業者は、清掃、害虫駆除等を行い、店舗における衛生管理に十分注意を払うこと。 

イ 食品衛生法等の関係法令を遵守し、雑排水槽（グリーストラップ等）の清掃は法定の期間ごと

に行うこと。 
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ウ 食品衛生上の問題が発生した場合は、直ちに府に報告の上、全て事業者の責任と負担におい

て処理すること。 

（８）廃棄物の搬出 

店舗で販売した商品・包装等から発生する廃棄物がある場合は、その回収に必要な容量のごみ

集積箱を設置すること。ごみ集積場所は、府の指定した場所とする。また、店舗から発生する廃棄

物（雑排水槽清掃に伴って発生する産業廃棄物を含む）の処理については、全て事業者の責任で行

わなければならない。なお、処理費用も事業者の負担とする。 

（９）食材等の仕入れ・管理 

ア 食材等については、安全性等信頼できる業者から仕入れるものとし、食材等の瑕疵について

は、事業者が全ての責任を負うものとする。 

イ 食材等の安全管理には十分配慮するとともに、適温管理を行い鮮度・品質保持に努め、消費期

限等を厳守しなければならない。 

（10）商品の搬出入方法 

商品の搬出入に係る時間、経路、場所等は、府の指示に従うこと。来庁者等の安全に十分配慮の

上、通行の妨げにならないよう可能な限り短時間で行うこと。 

（11）店舗の設置、改修等 

ア 店舗の設置（設備・備品等含む）、設備・備品等の更新、店舗内改修、修繕、模様替えその他

原型を変更する行為をしようとするときは、事前に府の承認を得た上で、事業者の責任と負担

により実施するものとする。 

イ 特に店舗の設置工事は、事前に府と設計及び施工上の協議をし、確認を受けた後に着工しな

ければならない。府は工事終了後に確認を行い、この確認をもって工事が完了したものとする。 

（12）貼り紙、看板等の表示又は掲示 

府が許可した場所以外での貼り紙、看板等の表示又は掲示は認めない。また、許可した場合であっても、

貼り紙、看板等のデザインについては府と協議すること。 

（13）営業状況の報告 

  事業者は、毎年度終了後、速やかに前年度の収支実績を含む事業報告書を作成し、府に提出す

ること。 

  ただし、この定期報告以外にも、府が収支等の報告を求めた場合には、事業者はその求めに応

じること。また、カフェ利用者からの苦情やカフェでの事故等が発生した場合は、事業者が誠意

を持って対応した上で、重大なものについては、速やかに府に報告すること。 

（14）府による受変電設備等の点検 

  府が受変電設備等の点検を実施する際には、調整の上協力すること。 

（15）府との打合せの実施 

府と事業者との間で、必要に応じて、運営に当たっての情報交換等の打ち合わせを実施するこ

と。 

（16）従業員の教育・研修 

従業員の教育・研修に努めること。 

（17）従業員用駐車場 
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  庁舎敷地内には従業員用の駐車場は設けない。 

（18）禁煙 

  店舗は全て禁煙とする。 

（19）キャッシュレス決済への対応 

利用者の料金支払時、キャッシュレス決済に対応できるようにすること（クレジットカード、電

子マネー等のうち、最低いずれか一種類の決済方法に対応すること）。 

（20）利用者に対する周知 

営業日や営業時間を変更する場合その他店舗の営業に関し必要な事項は、利用者に周知徹底を

図ること。 

（21）新型コロナウイルス感染症対策 

府が感染防止対策に取り組む間は、軽食等の利用者に対して、「マスク飲食」の実践を求めるこ

と。また、府が飲食店等に求める感染防止対策に取り組むこと。 

（22）近隣等への配慮 

 夜間の営業に際しては、騒音等、近隣に配慮した営業をすること。 

（23）その他 

ア 問題発生時の連絡体制を整備し、府に報告すること。 

イ その他、仕様書に定めのない事項については、府と協議して決定するものとする。 

 

４ その他 

 本事業を実施するに当たっては地方自治法やその他関係諸法令を遵守し、事業の準備及び実施

しなければならない。 

 

（参考） 

 １ 京都府庁内の職員数は概ね 2,600名程度、文化庁の職員数は概ね 400名、府警本部は 

概ね 1,500名である。 

 ２ 京都府庁旧本館は、火～金及び第１・３・５土曜日の午前 10時から午後 5時まで見学者への

開放を行っている。見学者は年１万２千名程度（令和元年度実績）である。 

   また、上記日以外に催し物等の会場として有料で開放を行っている。 

 ３ 旧本館で府が実施する主な行事として、春の観桜祭、秋の観芸祭、府庁マルシェなどがある。

※詳細は府庁旧本館のホームページをご覧ください。 
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仕様書 資料１ 

「庁舎配置図」 

   

        

 

  
府庁旧本館 

拡 大 図 
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仕様書 資料１－１  

「室内配置図例」  

 

  旧本館南東部屋 53.29㎡ 

  をレイアウトしたイメージ図 

  

 

  カフェに必要な最低面積として 

  調理室８㎡と更衣スペース等２㎡ 

  の合計１０㎡を下限面積とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  調理室拡大イメージ図 

  （調理室８㎡の場合） 
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仕様書 資料２ 

工事主体区分表 

番号 項  目 備  考 府 事業者 

１ 建物本体の改修・補修  ○  

２ 店舗の改修・補修 店舗装飾費含む  ○ 

３ 空気調和設備（既設の活用） 既存設備 ○  

４ 空気調和設備（２以外） 
必要な電力、配管などについ

ては、府と協議 

 
○ 

５ 給水設備 20A（床までの接続） ○  

６  給水設備 ５以外（床から室内）  ○ 

７ 排水管 50A～100A（床までの接続） 

必要な配管などについては、

府と協議  

○  

８ 排水管 ７以外（床から室内）  ○ 

９ グリストラップ キッチン下部に設置  ○ 

10 ガス設備 なし（使用しない） － － 

11 衛生器具 なし  ○ 

12 厨房機械設備 なし  ○ 

13 給湯設備 電気式  ○ 

14 電気設備 単相３線式 200/100V 

使用設備に応じて調整 

○  

15 電話設備 （経費は事業者負担） ○  

16 インターネット なし（簡易式のみ設置可能）  ○ 
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仕様書 資料３ 

経費負担区分表 

番号 項  目 備  考 府 事業者 

１ 光熱水費 運営に必要な電気、上下水道

使用料（子メーターの計測に

よる） 

  

○ 

２ 店舗の改修・補修・維持費 店舗装飾費含む  ○ 

３ カフェ運営業務に必要な備品等 厨房機器、什器、椅子、テーブ

ル、棚、パーテーション、食器

等（修繕・撤去を含む） 

  

○ 

４ 業務用電話設置費 事前に府と協議が必要  ○ 

５ 電話通信料 事前に府と協議が必要  ○ 

６ インターネット設置費 簡易設置方式に限る  ○ 

７ インターネット通信料   ○ 

８ 定期清掃費 床・壁・窓等の定期清掃  ○ 

９ 日常清掃費 毎日行う床清掃、椅子、テーブ

ル等の拭き掃除等の清掃費 

 
○ 

10 建物外壁面ガラス清掃 府の委託業者が実施する清掃 ○  

11 建物外壁面ガラス清掃（任意） 10以外  ○ 

12 店舗ガラス清掃 11､12以外  ○ 

13 防虫・防鼠費   ○ 

14 塵芥・厨芥処理費   ○ 

15 案内サインなど   ○ 

16 その他諸経費 火災保険料、消耗品費、従業員

に関する費用等 

 
○ 

 

※上記において、府の負担とした費用以外の運営に係る一切の経費は、事業者の負担とします。 
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京都府総務部府有資産活用課 宛 
（メールアドレス huyushisan@pref.kyoto.lg.jp） 

 

現地見学会参加申込書 

＜参加者＞ 

参加者名 

（参加法人名） 

 

部署名  

担当者名  

連絡先 

電話： 

ファクシミリ： 

メール： 

参加者氏名 

１： 

２： 

３： 

※法人の場合、１法人３名まで 

 

＜日程希望日＞ 

第 1希望日時   月  日（  ）  時 ～   

第２希望日時 月  日（  ）  時 ～ 

第３希望日時 月  日（  ）  時 ～ 

 備    考 

 

 

 

 

別 紙 1 

mailto:huyushisan@pref.kyoto.lg.jp
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京都府総務部府有資産活用課 宛 
（メールアドレス huyushisan@pref.kyoto.lg.jp） 

 

質 疑 書 

 

提 
 
 

出 
 
 

者 

参加者名（法人名） 

※グループの場合は代表法人 
 

部  署  名  

担 当 者 名  

電 子 メ ー ル  

電 話 番 号  

ファクシミリ  

 

No. 質  問  内  容 

1  

2  

3  

4  

5  

（注意） 

・行数が不足する場合には適宜追加の上、「No.」に通し番号を記入すること。 

・電子メール送信後、電話（075-414-5435）により到達を確認すること。 

別 紙 ２ 

mailto:huyushisan@pref.kyoto.lg.jp
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参加申込み提出書類一覧 

 

参加申込みに当たり、次の書類（No.1～11）を各１部提出すること。 

No. 様式 
番号 提出書類 備 考 

１ １ 参加申込書 

 
複数の法人で構成するグループによる申
込み（以下「共同申込み」とする。）の場
合、参加手続きを行う代表法人を申込者
の欄に記載するとともに、その他の全て
の法人を共同申込みの欄に記載するこ
と。 
 

２ ２ 
2-1 

 
申込者概要書 
（共同申込者概要者） 
 

－ 

３ － 

 
法人登記簿謄本 
（法人の場合） 
住民票記載事項証明書 
（個人の場合） 
 

発行日から３箇月以内のもの 
 
住民票記載事項証明の場合は、本人が特
定できるもので、本籍や続柄の記載がな
いもの 

４ － 法人定款（法人の場合） 
 
最新のもの 
 

５ ３ 
 
類似事業実績書 
 

－ 

６ ４ 

 
役員等一覧表 
（法人の場合） 
 

－ 

７ － 
 
印鑑証明書 
 

発行日から３箇月以内のもの 

８ － 
 
府税納税証明書 
 

発行日から３箇月以内のもの 

９ － 

 
消費税及び地方消費税納
税証明書 
 

発行日から３箇月以内のもの 

10 － 直近３箇年の財務諸表 

 
貸借対照表・損益計算書・キャッシュフロ
ー計算書・勘定科目内訳明細書等の法令
等に基づき作成された決算書類 など 
 

11 － 

 
営業に関する資格、 
免許等の写し 
 

         － 

（注意） 
・原則、Ａ４判又はＡ３判により提出すること。 
・共同申込みの場合、全法人分の No.３～11の書類を提出すること。 

別 紙 ３ 
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〔様式１〕 

 

参 加 申 込 書 

 

京 都 府 知 事 様 

 

【申 込 者】 

所 在 地（〒   －    ） 

 

名称・法人代表者名
ふ り が な

                          ○印  

電 話 番 号（   ）   －     

 

【共同申込みの場合】 

所 在 地（〒   －    ） 

 

名称・法人代表者名
ふ り が な

                          ○印  

電 話 番 号（   ）   －     

 

 

令和５年４月２１日付で公告のありました京都府庁旧本館の利活用（カフェ設置・運営）に

係る企画提案募集要領に基づき、関係書類を添付して参加を申し込みます。 

なお、この申込書及び別紙役員等一覧表に記載した者について、暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第２号に規定する暴力団及び警察当局か

ら排除要請がある者に該当するか否かに関し、京都府警察本部に照会することを承諾します。 

 

 

 

（連絡先）名称（法人名称・部署）： 

氏     名： 

電     話： 

Ｆ  Ａ  Ｘ： 

メールアドレス： 

 

 
※ 共同申込みの場合 
・申込者の欄に、グループを代表して参加手続を行う法人の住所及び氏名を記入し、押印す
ること。 

・共同申込みの欄に、代表法人（申込者）を除く他の法人の住所及び氏名を記入し、押印 
すること。 
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〔様式２〕 

申 込 者 概 要 書 

 

                         年  月  日 

 

商号 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地 

本店等 〒   － 

 

 

 

電話 

ＦＡＸ 

本業務を受注

する営業所等 

（上記と異な

る 場 合 に 記

載） 

〒   － 

 

 

 

電話 

ＦＡＸ 

 

設立年月日 

 

 

 

 

 

資本金 

 

 

 

 

 

前期年間売上 

 

  

 

店舗数 

 

  

 

業務内容 

 

 

 

※本業務に関連する業務内容を記載 

 

その他 

特記事項 
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〔様式２－１〕 

共同申込者概要書（複数団体での共同申込の場合のみ） 

 

                         年  月  日 

 

商号 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地 

本店等 〒   － 

 

 

 

電話 

ＦＡＸ 

本業務を受注

する営業所等 

（上記と異な

る 場 合 に 記

載） 

〒   － 

 

 

 

電話 

ＦＡＸ 

 

設立年月日 

 

 

 

 

 

資本金 

 

 

 

 

 

前期年間売上 

 

  

 

店舗数 

 

  

 

業務内容 

 

 

 

※本業務に関連する業務内容を記載 

 

その他 

特記事項 
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〔様式３〕 

 

類 似 事 業 実 績 書 

 
 

施設名 

（店舗名） 
所在地 

店舗概要 

（コンセプト、客席

数、価格帯、客層 

など） 

 

年間売上 事業実施期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   ～  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   ～ 

  ※主要な施設について記載してください。 

  ※内容については、可能な範囲で記載願います。 
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〔様式４〕 

 

役 員 等 一 覧 表   

                                   ※法人の場合 

法 人 名 称  

代 表 者  

所 在 地  

 

役 職 名 氏 名
ふ り が な

 性別 生 年 月 日 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

   
明治・大正  年 月 日 

昭和・平成 

(注意) 本様式には、次に掲げる者を記載すること。 
(1)「登記事項証明書【現在事項全部証明書】に記載されている役員全員」 
(2)上記(1)以外の者で、支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称
を有する者であるかを問わず、営業所、事務所その他組織（以下「営業所等」という。）の
業務を統括する者 
(3)上記(1)、(2)以外の者で、営業所等において、部長、次長、課長、支店次長、副支店長、
副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、それらと同等以上の職にある者で
あって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をなす権限を
有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 
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企画提案書提出書類一覧 

 

企画提案書提出に当たり、次の書類を各７部提出すること。 

No. 
様式 
番号 

提出書類 備 考 

１ ５ 
 
企画提案書 
 

提出部数８部（1部のみ正本７部は複写可） 

２ ５－１ 企画提案書記載内容 
 
様式は問いません。 
 

３ 
５―２ 
別表 

 
整備スケジュール 
 

 

４ － 
 
設備配置図及び平面図 
 

縮尺等は任意 

５ ６ 事業収支計画 

 
初期投資計画書 
施設整備費をはじめとした初期費用の見込みに
ついて調達資金と併せて記載すること。 
 

 
６ 
 

７ 事業収支計画（３箇年） 

収支計画書 
 
本事業に関する支出及び収入の見込みについ
て、収支の前提条件（利用者数・職員数等）と
ともに、項目ごとに可能な限り詳細に記載し作
成すること。 
 

（注意） 
・原則、Ａ４判又はＡ３判により提出すること（No.４を除く）。 
・様式の記載欄が不足する場合には行等を適宜追加すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 ４ 
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〔様式５〕 

 

企 画 提 案 書 

 

 

京 都 府 知 事 様 

 

【申 込 者】 

所 在 地（〒   －    ） 

 

名称・法人代表者名
ふ り が な

                          ○印  

電 話 番 号（   ）   －     

 

【共同申込みの場合】 

所 在 地（〒   －    ） 

 

名称・法人代表者名
ふ り が な

                          ○印  

電 話 番 号（   ）   －     

 

 

令和５年４月２１日付で公告のありました京都府庁旧本館の利活用（カフェ設置・運営）に

係る企画提案募集要領に基づき、企画提案書を提出します。 

 

 

 

 

 

（連絡先）名称（法人名称・部署）： 

氏     名： 

電     話： 

Ｆ  Ａ  Ｘ： 

メールアドレス： 

 

※ 提出部数８部（1部のみ正本７部は複写可） 
※ 共同申込みの場合 
・申込者の欄に、グループを代表して参加手続を行う法人の住所及び氏名を記入し、押印す
ること。 

・共同申込みの欄に、代表法人（申込者）を除く他の法人の住所及び氏名を記入し、押印 
すること。 
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〔様式５-１〕                          ※様式は問いません 

提 案 書 記 載 内 容 

１ 店舗コンセプト 

  店舗のコンセプトについて記載してください。 

  店舗のコンセプトは、府庁旧本館の３つのコンセプトと合致したものとすること。 

（①府民に開かれた府庁のシンボル ②重要文化財としての建物自体の価値を大切に活用 

③観光資源としての京都文化の発信） 

２ 文化的価値の発信 

  旧本館の文化的価値の発信に寄与することを記載すること。 

 旧本館の文化的価値を理解し、旧本館や京都文化・観光情報を発信する方策などを提案す

ること。また、旧本館を使用した府主催イベント等と協力・連携する内容を記載すること。 

３ 独創性 

  旧本館に相応しく、歴史や文化を意識した独創的な取組について記載すること。  

４ 経営実績 

  カフェ店舗、飲食店など類似した事業の実績とそれらの店舗の特徴などを記載するととも

に、そうした経験を生かし、今回のカフェで実現したい取組を記載すること。 

５ 運営体制 

  営業時間として８時～１７時をコアタイムとしていますが、前後の営業時間の活用など提

案があれば記載すること。 

  また時間帯ごとの運営体制や従業員の教育・訓練などについて、どのように考えているの

か記載すること。 

６ 安全・衛生 

  運営上の安全管理・衛生面について事故防止や事故対応体制について記載すること。 

７ 経営計画（収支・資金） 

  収入及び支出が適切に設定されており、持続可能な収支計画であるか。また十分な資金計

画となっているか記載すること。集客の工夫などあれば合わせて記載すること。  

８ 店舗レイアウト 

  カフェ設置・運営に必要な面積を記載すること。 

  家具・内装、レイアウト、メニュー及び什器について、京都文化発信や京都産材を生かす

アイディアや工夫について記載すること。 

  また、必要な設備関係、設備容量（電気・給排水管）についても記載すること。 

（例：家具・内装イメージ、簡易店舗平面図、簡易厨房図面、メニュー案、使用什器の特

徴など） 

９ 利便性 

 客だまりなど、府民や職員が利用しやすい店舗とする工夫や集客の工夫などについて記載

すること。 

10 その他 

  その他必要に応じて記載すること。 
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〔様式５―２〕別表 

 

整 備 ス ケ ジ ュ ー ル 

 

月 内    容 

   

          

         

        

        

        

（注意） 

各種法手続（文化財保護法・食品衛生法・消防法）、設備設置及び内装工事のスケ

ジュールを記載すること。 
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〔様式６〕 

 

初 期 投 資 計 画 書 

 

１ 事業費                            （単位：万円） 

項  目 金  額 

１ 内装工事  

２ 店舗内で使用する家具等購入費  

３ 厨房設備備品購入費  

４ 人件費その他の費用   

  

合 計  

 

２ 調達資金                           （単位：万円） 

項  目 金  額 調達先など 

１ 自己資金   

２ 借入金   

３ その他   

   

合 計   

 

 

３ その他 
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〔様式７〕※主たる項目や特記事項を記載（単位：万円） 

 

開業１年目 収支計画（〇年〇月～〇年〇月）                         

収入（Ａ） 支出（Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

       計         万円      計         万円 

             【収支差（Ａ）－（Ｂ）】                   

  

開業２年目 収支計画（〇年〇月～〇年〇月） 

  収入（Ａ）                              支出（Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

       計         万円      計         万円 

             【収支差（Ａ）－（Ｂ）】                   

  

開業３年目 収支計画（〇年〇月～〇年〇月）                                

収入（Ａ） 支出（Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

       計         万円      計         万円 

              【収支差（Ａ）－（Ｂ）】                  

  ※別様式で作成しても良い 
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評 価 基 準 

評価項目 評価内容 配点 

旧本館－① 

コンセプト 

府庁旧本館の３つのコンセプトと合致したものとなって

いるか。（①府民に開かれた府庁のシンボル ②重要文化財

としての建物自体の価値を大切に活用 ③観光資源として

の京都文化の発信） 

１５点 

旧本館－② 

文化的価値 

府庁旧本館の文化的価値の発信に寄与する計画である

か。旧本館を使用した府主催行事に協力・連携する内容か。 
１５点 

旧本館－③ 

独 創 性 
府庁旧本館に相応しく、独創的な内容となっているか。 １０点 

経 営－① 

専 門 性 
事業者に類似した事業の実績があるか。 １０点 

経 営－② 

運営体制 

事業者の運営体制は適切なものとなっているか。 

また、従業員の教育・訓練は適切に行われるか。 
１０点 

経 営－③ 

安全・衛生 

運営上の安全管理・衛生面について事故防止や事故への

対応体制がとられているか。 
１０点 

経 営－④ 

収支・資金 

収入及び支出が適切に設定されており、持続可能な収支

計画であるか。また十分な資金計画となっているか。 
１０点 

店 舗－① 
家具、内装・レイアウト、メニュー及び什器に京都文化発

信や京都産材を生かすアイディアや工夫があるか。 
１０点 

店 舗－② 府民や職員が利用しやすい店舗となっているか。 １０点 

合   計  １００点 

 

【配点基準】各項目について、下表の５段階で評価する。 

 （１０点満点の項目）         （１５点満点の項目） 

       

 

 

 

 

優れている １０点 

やや優れている ８点 

標準  ６点 

やや劣っている ４点 

劣っている ２点 

優れている １５点 

やや優れている １２点 

標準 ９点 

やや劣っている ６点 

劣っている ３点 

別 紙 ５ 
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＜参考＞関係法令 

〇 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号） 

（行政財産の管理及び処分） 

第二百三十八条の四 行政財産は、次項から第四項までに定めるものを除くほか、これ

を貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又はこれ

に私権を設定することができない。 

７ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可することが

できる。 

 

〇 地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号） 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争

入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第

三十二条第一項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに

該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札

に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者についても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の

品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の

成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当た

り職員の職務の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故

意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされ

ている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人とし

て使用したとき。 
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〇 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号） 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

一 （略） 

二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に

又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

三～五（略） 

六 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒６０２－８５７０ 

京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町（京都府庁第２号館１階） 

京都府総務部府有資産活用課 

電話 075-414-5435 FAX 075-414-5450 

メールアドレス huyushisan@pref.kyoto.lg.jp 
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